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主 要 製 品
 

タングステン・モリブデン部門 

電球・蛍光灯及びハロゲンランプ用ワイヤー、放電灯用

タングステン、真空蒸着用ヒーターコイル、高純度タン

グステン線棒及び部品、タングステン釣糸、照明灯用サ

ポート・アンカー・マンドレル及びリード用ワイヤー、

高温炉用発熱体及び部品、マグネトロン部品、タングス

テン・モリブデン板及び板加工品、タングステン・モリ

ブデンバックライト用部品 

 

合金及び電気・電子部品部門 

銅－タングステン及び銀－タングステン合金製品、タン

グステン接点、タングステン重合金製品、ろう付け加工 

 

超硬合金部門 

削岩機用・穿孔機用の各種ビット、耐摩耗部品、鉱山

用・耐摩耗用及び切削用超硬合金チップ、軟弱地盤穿孔

用補助工具システム 

 

その他部門 

各種焼結電極、溶湯測温用モリブデン合金シース他 
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株主の皆様へ
 

 株主の皆様には益々ご清栄のこととお慶び申しあげます。 

 平素は格別のご高配を賜わり有難く厚くお礼申しあげます。 

 当社の第59期（平成20年４月１日から平成21年３月31日ま

で）における会社の現況と諸計算につきましてご報告申しあ

げます。 

 

会社の現況に関する事項
 

 (1) 事業の経過及び成果 

 当事業年度の我が国経済は、米国発の金融不安による信

用収縮や景気後退懸念により低調に推移しました。 

 第２四半期以降は、米国金融機関の破たんをきっかけと

した世界経済の同時減速が顕著となり、企業業績は悪化し、

設備投資の減少や雇用環境の悪化を招くなど、急激で大幅

な後退局面を迎える結果となりました。 

 当社におきましても、鉱山土木用超硬工具は堅調に推移

したものの、液晶テレビ、半導体、自動車、家電等の各関

連部材への需要が大幅に減少し、極めて厳しい状況で推移

いたしました。 

 特に、第４四半期は取引先の在庫調整を伴う大幅な減産

の影響により、ほぼすべての製品グループで受注が激減い

たしました。 

 この結果、売上高は6,026百万円、前期比25.9％の減収

となりました。 

 損益面では、臨時従業員の大幅削減、役員報酬及び従業

員給与のカット、その他諸経費の削減、臨時休業の実施に

よる工場の効率操業、設備投資の抑制等収益改善への施策

を実施してまいりましたが、操業度の極度の低下に伴う費

用効率の悪化をカバーできず、加えて原材料価格の大幅な

低下による原材料、仕掛品等の評価見直しを実施したこと

により、営業損失968百万円（前事業年度は465百万円の営

業利益)、経常損失963百万円（前事業年度は410百万円の

経常利益）となりました。 

 また、当事業年度において人員の適正化を図るための希

望退職制度を実施し、生産効率の向上を図るための工場集

約等の経営再建策を決定いたしました。 

 この経営再建策の実施に当たって発生する費用及び損失

を事業構造改善費用として794百万円を特別損失に計上い

たしました。 



〆≠●0 
01_0504501302106.doc 
東邦金属㈱様 事報 2009/06/12 14:36印刷 3/23 

 

― 3 ― 

 また、北海道深川工場の設備等については、当該工場の

営業損益が当事業年度と次事業年度の２期連続してマイナ

スとなることが見込まれるため減損会計を適用し、他の２

工場の遊休資産の処理を含めた減損損失695百万円を特別

損失に計上いたしました。 

 この他、主要取引先の民事再生手続き開始に伴い当該債

権に係る貸倒引当金繰入額178百万円、ゴルフ会員権の相

場下落に伴う貸倒引当金繰入額２百万円、会計基準変更に

よる期初原材料在庫の評価損90百万円、時価の下落した投

資有価証券の評価損29百万円を特別損失として計上した結

果、税引前当期純損失は2,708百万円（前事業年度は407百

万円の税引前当期純利益）となりました。 

 さらに、当事業年度の業績及び将来の課税所得を見直し

た結果、繰延税金資産を全額取崩し、法人税等調整額に計

上したことにより、当期純損失は3,129百万円（前事業年

度は238百万円の当期純利益）となりました。 

 売上高の部門別状況は、次のとおりであります。 

 タングステン・モリブデン製品は、タングステン及びモ

リブデン棒・磨棒、レンジ用モリブデン加工品、モリブデ

ン線条、モリブデン板・板加工品が大幅に減少し、売上高

は4,042百万円（前期比31.5％減）となりました。 

 合金及び電気・電子部品は、光通信用タングステン合金

が減少し、売上高685百万円 (前期比7.5％減）となりまし

た。 

 その他の製品は、自動車用電極が減少し、売上高843百

万円（前期比23.9％減）となりました。 

 電気・電子部門合計は売上高5,571百万円（前期比

28.1％減）となりました。 

 超硬合金部門は、地盤改良用工具の受注増加により、売

上高は455百万円（前期比19.6％増）となりました。 

 (2) 設備投資の状況 

 当事業年度において実施いたしました設備投資の額は

243百万円であり、内訳はリース資産以外の固定資産の取

得105百万円、リース資産の取得138百万円であります。 

 リース資産以外の固定資産の取得は、老朽化した資産の

取り換えによるものが主であり、リース資産の主なものは

寝屋川工場の超硬合金用粉末製造装置58百万円であります。 

 なお、リース資産の取得138百万円のうち74百万円は、

前事業年度末の「未経過リース料残高」を取得価額として

リース資産に計上したものであります。 

 (3) 資金調達の状況 

 長引く景気低迷により発生しうる事態に備えて、商工組

合中央金庫から新規の長期借入を500百万円実施いたしま

した。 
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 なお、工場統合に伴う設備等の移設、新設に係る費用及

び新生産体制が本格稼動するまでのテスト費用、希望退職

者への退職金、深川工場の残存設備の処理に係る費用等事

業構造の改善に要する資金は900百万円を予定しており、

三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行、及び伊予銀行の３行

に新規融資の要請をしておりましたが、平成21年４月に長

期借入400百万円、同５月に長期借入500百万円の融資実行

を受けており、合計900百万円の資金調達は完了しており

ます。 

 (4) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 
 

第 56 期 第 57 期 第 58 期
第 59 期
(当事業年度)

区  分 

(平成18年３月期 )
 
(平成19年３月期 )
 
(平成20年３月期 )
 
(平成21年３月期 )
 

売 上 高 
(千円) 

7,289,632 7,866,585 8,131,121 6,026,998

経 常 利 益 
(千円) 
(△は損失) 

381,624 470,156 410,889 △963,864

当期純利益 
(千円) 
(△は純損失) 

178,647 227,619 238,898 △3,129,469

１株当たり 
当期純利益 
(円) 
(△は純損失) 

7.12 9.76 10.26 △134.40

総 資 産 
(千円) 

9,758,350 9,949,998 9,958,925 6,619,131

純 資 産 
(千円) 

6,081,413 6,162,702 6,146,297 2,799,815

１株当たり 
純 資 産 
(円) 

260.29 264.45 263.89 120.28

 
(注) 1. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に

基づき算出しております。 

2. １株当たり純資産は期末発行済株式総数に基づき算

出しております。 

3. 第57期から、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣ 

(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号) を適用しております。 
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 (5) 対処すべき課題 

 当社は当事業年度の後半、急速にして大幅な受注の減少

となり、費用削減の施策は実施したものの、売上総損失

248百万円、営業損失968百万円、経常損失963百万円を計

上するにいたりました。 

 景気は当事業年度の第４四半期を底に幾分持ち直すとの

観測もありますが、本格的な回復には遠く、当社の事業環

境の急速な好転も期待できないと思われます。 

 現下の状況が続き、売上高の急回復が望めない場合、当

社の事業運営体制をそのまま維持することは不可能であり

ます。 

 また緊急避難的な費用削減を継続することで、損益改善

を果たしうる状況にないことも明らかであります。 

 ここにおいて当社は、現下の状況を前提にして、運営体

制を抜本的に見直し、固定費を大胆に削減し、もって損益

分岐点売上の引き下げを図り、経営再建を目指すことを決

定いたしました。 

 以下、経営再建策の要点を報告いたします。 

① 生産拠点の統廃合 

北海道深川工場を閉鎖し、３工場体制から２工場体

制へと、生産拠点の集約を行います。 

生産拠点の集約を実施することで、設備の効率運用

と工場間接部門の人員削減を図ります。 

また、技術者、技能者の集積度を向上させることに

より、技術競争力の強化を図ります。 

生産拠点の統廃合による費用削減効果は、年間200百

万円を想定しております。 

② 人員の適正化 

人員の適正化によるスリム化と効率化を実現するた

めに希望退職者の募集を行いました。 

希望退職者の募集は平成21年３月に終了し、平成21

年４月20日付で正社員88名が減少いたします。 

希望退職により減少した人員を適正に配置すること

によって、業務効率の改善を図ってまいります。 

人員の適正化による費用削減効果は、年間570百万円

を想定しております。 

③ 給与カット 

予想を超えた急激な売上高の減少に加えて、生産拠

点の統廃合、希望退職制度の実施による費用見込額を

特別損失に計上したことにより、当事業年度の業績は

大幅な損失となりました。 

これらに対する経営責任として役員報酬の減額を継

続いたします。 
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また、経営再建に向けての意思を共有するため、社

員給与の削減も継続いたします。 

さらに、その他の社外支出も一段と抑制いたします。 

給与カット及びその他社外支出抑制による費用削減

効果は、年間300百万円を想定しております。 

④ 営業所の廃止及び支店の移転 

業務効率の改善を目的に、福岡営業所を廃止し、業

務を本社営業部に集約いたしました。 

また、事務所賃借料の削減を目的に、東京支店を都

内で移転いたします。 

営業所の廃止及び支店の移転による費用削減効果は、

年間20百万円を想定しております。 

⑤ 製品構成の見直し 

タングステン、モリブデン、合金及び電気・電子部

品、超硬合金、その他製品の各事業を維持しながらも、

競争優位を発揮できる製品の拡大に取り組んでまいり

ます。 

各事業において、より高度な加工技術を必要とする

製品を収益の柱とするため、新製品の開発と拡大、既

存製品の品質強化を進めてまいります。 

タングステン、モリブデンの汎用品については、コ

スト競争力の強化を図り、また顧客からの低価格への

要請に応えるため、安価な外買材料を柔軟に活用して

まいります。 

⑥ 在庫の削減 

たな卸資産の在庫削減を進め、財務体質の強化を図

ります。 

 

以上の施策を骨子として、業績の早期回復に向けた

体質の強化を図り、また製品競争力の強化を通じて顧

客満足度の向上を目指してまいります。 

なお、文中の費用削減効果金額は生産拠点の統廃合

完了後の費用見込みと、当事業年度の実績との比較で

あります。 

 

 株主の皆様には、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。 

 

平成21年６月 

 

代表取締役社長  
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登記に関する事項
 

当事業年度中の登記事項は次のとおりであります。 
平成20年６月27日 
(1) 中村 裕、田中一光、三喜田浩、鈴木一誠、大野 滋、
秋吉直義、小野晃久の各氏の取締役重任登記 
(2) 法福英志、北村正志の両氏の取締役就任登記 
(3) 藤田武利、長谷川清幸の両氏の取締役退任登記 

 

株主総会に関する事項
 

 平成20年６月27日 大阪市中央区今橋四丁目４番11号 大阪
倶楽部において、第58回定時株主総会を開催し、次のとおり報
告並びに決議されました。 
 

報告事項  第58期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)事業報告及び計算
  書類報告の件 
  本件は、上記の内容を報告いたしました。 
決議事項 
第１号議案  剰余金の処分の件 

本件は、原案どおり承認可決され、期末配当金は
１株につき４円と決定いたしました。 

第２号議案  取締役９名選任の件 
本件は、原案どおり中村 裕、田中一光、鈴木一
誠、三喜田 浩、大野 滋、秋吉直義、小野晃久
の各氏が取締役に再選され、新たに法福英志、北
村正志の両氏が取締役に選任され、それぞれ就任
いたしました。 

第３号議案  補欠監査役１名選任の件 
本件は、原案どおり勝田豊文氏が補欠監査役に選
任されました。 

第４号議案  退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 
本件は、原案どおり本総会終結の時をもって、任
期満了により取締役を退任される藤田武利、長谷
川清幸の両氏に対し、在任中の功労に報いるた
め、当社における一定の基準に従い、相当額の範
囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体
的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会に一任
することに承認可決されました。 

第５号議案  役員賞与支給の件 
本件は、原案どおり当期末時点の取締役９名及び
監査役３名に対し、役員賞与を支給することと
し、各取締役及び各監査役に対する個別の金額、
支給の時期、方法等は、取締役については取締役
会に、監査役については監査役の協議に一任する
ことに承認可決されました。 

 
以 上 
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株式に関する事項 （平成21年３月31日現在）

   
(1) 発行可能株式総数 48,000,000株 

(2) 発行済株式の総数 23,380,012株(自己株式102,231株)

(3) 株 主 数 3,303名 

 (4) 大株主 (上位10名) 
 
株   主   名 持   株   数 

太 陽 鉱 工 株 式 会 社 6,246,250株

共栄火災海上保険株式会社 1,972,700 

双 日 株 式 会 社 1,268,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 663,942 

株式会社三井住友銀行 549,510 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 482,520 

東邦金属協力会社持株会 303,099 

株 式 会 社 ニ チ リ ン 288,000 

東邦金属従業員持株会 285,615 

日本生命保険相互会社 271,385 

 

所有者別分布状況 
 
株 主 数 区   分 株  式  数 

0名 0.00％ 政府・地方公共団体 0株 0.00％

10 0.30 金 融 機 関 4,858,392 18.40 

11 0.34 証 券 会 社 414,221 0.29 

72 2.18 そ の 他 法 人 9,042,687 38.14 

2 0.06 外 国 人 26,000 0.01 

3,208 97.12 個人・その他 9,038,712 43.16 

3,303名 100.00％ 総 計 23,380,012株 100.00％

 

所有株数別分布状況 
 
株 主 数 区   分 株  式  数 

995名 30.12％ 1,000株未満 219,406株 0.87％

1,761 53.32 1,000株以上 3,280,170 13.20 

280 8.48 5,000株 〃 1,584,076 7.30 

235 7.12 10,000株 〃 3,299,027 16.48 

13 0.39 50,000株 〃 648,782 3.39 

14 0.42 100,000株 〃 2,971,149 13.00 

2 0.06 500,000株 〃 1,890,452 5.19 

2 0.06 1,000,000株 〃 3,240,700 13.86 

1 0.03 5,000,000株 〃 6,246,250 26.71 

3,303名 100.00％ 総 計 23,380,012株 100.00％
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地域別分布状況 
 
株 主 数 区   分 株  式  数 

76名 2.30％ 北 海 道 342,371株 1.82％

44 1.33 東 北 127,826 0.60 

893 27.04 関 東 8,529,503 34.87 

532 16.11 中 部 1,289,260 5.65 

1,211 36.66 近 畿 11,557,319 49.72 

184 5.57 中 国 386,259 1.97 

137 4.15 四 国 395,096 1.40 

226 6.84 九 州 732,378 3.97 

0 0.00 外 地 20,000 0.00 

3,303名 100.00％ 総 計 23,380,012株 100.00％
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貸借対照表 （平成21年３月31日現在）

   
 （単位：千円）
 
資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金  額 科     目 金  額
 

流 動 負 債 
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債 
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
事業構造改善引当金
そ の 他
 

 
2,332,442
70,301
282,126
1,150,000
209,500
50,671
445,974
16,870
31,663
706
11,132
61,761
1,733
1,486,873
691,500
19,132
38,179
251,473
113,100
373,350
136
 

負 債 合 計 3,819,316

純 資 産 の 部 
 

株 主 資 本 
資 本 金 
資本剰余金 
資 本 準 備 金
利益剰余金 
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金
自 己 株 式 
評価・換算差額等 

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

 

 
2,750,249
2,531,828
2,290,473
2,290,473
△2,052,679
227,780
△2,280,459
580,000
△2,860,459
△19,373
49,565

49,565

 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

未収還付法人税等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品
土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

電 話 加 入 権

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

従業員長期貸付金

破産更生債権等

長 期 前 払 費 用

保 険 積 立 金

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 
4,191,619

1,039,428

336,462

642,270

89,817

1,166,086

761,418

39,729

85,785

30,719

△97

2,427,511

1,802,517

269,919

34,709

432,553

145

74,963

901,460

88,766

13,509

2,050

6,734

4,725

611,484

318,858

16,435

4,833

179,239

13,538

218,484

35,303

30,370

△205,578 純 資 産 合 計 2,799,815

資 産 合 計 6,619,131 負債及び純資産合計 6,619,131
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損益計算書 (平成20年４月１日から平成21年３月31日まで )
   
  （単位：千円）

 

科       目 金       額 

売 上 高 6,026,998

売 上 原 価 6,275,024

売 上 総 損 失 248,025

販売費及び一般管理費 720,032

営 業 損 失 968,058

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 14,972

雇 用 調 整 助 成 金 22,601

そ の 他 17,841 55,414

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 30,285

固 定 資 産 除 却 損 8,150

そ の 他 12,784 51,220

経 常 損 失 963,864

特 別 利 益 

受 取 補 償 金 45,000

投資有価証券売却益 1,026 46,026

特 別 損 失 

事 業 構 造 改 善 費 用 794,144

減 損 損 失 695,498

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 180,671

た な 卸 資 産 評 価 損 90,309

投資有価証券評価損 29,860 1,790,484

税 引 前 当 期 純 損 失 2,708,322

法人税、住民税及び事業税 10,483

過 年 度 法 人 税 等 7,172

法 人 税 等 調 整 額 403,491 421,146

当 期 純 損 失 3,129,469
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株主資本等変動計算書
 

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで) 
(単位：千円) 

 
株    主    資    本 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 項  目 
資 本 金

資本準備金 利益準備金 固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

平成20年３月31日残高 2,531,828 2,290,473 227,780 26,253 430,000 485,922 1,169,955

事業年度中の変動額 

剰余金の配当 △93,165 △93,165

別途積立金の積立 150,000 △150,000

圧縮積立金の取崩 △26,253 26,253

当期純損失 △3,129,469 △3,129,469

自己株式の取得 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額) 

事業年度中の変動額 
合計 

△26,253 150,000 △3,346,381 △3,222,634

平成21年３月31日残高 2,531,828 2,290,473 227,780 ― 580,000 △2,860,459 △2,052,679

 

株 主 資 本 
評価・換算
差 額 等

項  目 

自己株式
株主資本
合 計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

純資産合計

平成20年３月31日残高 △18,047 5,974,210 172,086 6,146,297

事業年度中の変動額 

剰余金の配当 △93,165 △93,165

別途積立金の積立 

圧縮積立金の取崩 

当期純損失 △3,129,469 △3,129,469

自己株式の取得 △1,326 △1,326 △1,326

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額) 

△122,521 △122,521

事業年度中の変動額 
合計 

△1,326 △3,223,961 △122,521 △3,346,482

平成21年３月31日残高 △19,373 2,750,249 49,565 2,799,815
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キャッシュ・フロー計算書
 

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで) 
(単位：千円) 

 
科       目 金   額 

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー
 1. 税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△) △2,708,322
 2. 減 価 償 却 費 458,505
 3. 減 損 損 失 695,498
 4. 貸倒引当金の増減額(△は減少) 180,055
 5. 賞与引当金の増減額(△は減少) △136,671
 6. 役員賞与引当金の増減額(△は減少) △15,570
 7. 退職給付引当金の増減額(△は減少) △97,958
 8. 役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △1,200
 9. 事業構造改善引当金の増減額(△は減少) 373,350
 10. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 △14,972
 11. 固 定 資 産 売 却 損 益 (△ は 益) －
 12. 投資有価証券売却損益(△は益) △1,026
 13. 支 払 利 息 30,285
 14. 固 定 資 産 除 却 損 8,150
 15. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 700
 16. た な 卸 資 産 評 価 損 90,309
 17. 投資有価証券評価損益(△は益) 29,160
 18. 売上債権の増減額(△は増加) 805,171
 19. たな卸資産の増減額(△は増加) 1,343,118
 20. 仕入債務の増減額(△は減少) △681,765
 21. 破産更生債権等の増減額(△は増加) △178,031
 22. そ の 他 176,828
 小 計 355,616
 23. 法 人 税 等 の 支 払 額 △192,249
 営業活動によるキャッシュ・フロー 163,366
Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー
 1. 有形固定資産の取得による支出 △323,503
 2. 有形固定資産の売却による収入 －
 3. 投資有価証券の取得による支出 △1,554
 4. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,360
 5. 定 期預金の払戻による収入 100,000
 6. 投資有価証券の売却による収入 14,972
 7. そ の 他 △58,676
 投資活動によるキャッシュ・フロー △267,402
Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー
 1. 短期借入金の純増減額(△は減少) 200,000
 2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 500,000
 3. 長期借入金の返済による支出 △213,130
 4. リース債務の返済による支出 △70,861
 5. 利 息 の 支 払 額 △31,000
 6. 配 当 金 の 支 払 額 △92,605
 7. 自 己株式の取得による支出 △1,326
 財務活動によるキャッシュ・フロー 291,076
Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,223
Ⅴ. 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 188,263
Ⅵ. 現金及び現金同等物の期首残高 851,164
Ⅶ. 現金及び現金同等物の期末残高 1,039,428
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個 別 注 記 表 
 

1. 記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示し

ております。 

ただし、１株当たり情報については表示単位未満を四捨五入して表

示しております。 

 

2. 重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 関係会社株式  移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

  時価のないもの 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品、仕掛品  先入先出法による原価法 

(貸借対照表価額は、収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定) 

原材料及び貯蔵品  移動平均法による原価法 

(貸借対照表価額は、収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定) 

(会計方針の変更) 

当事業年度より、｢棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会

平成18年７月５日 企業会計基準第９

号) を適用し、評価基準については、

原価法から原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）に変更しており

ます。 

この結果、従来の方法によった場合に

比べて、売上総損失、営業損失及び経

常損失が181,783千円増加し、税引前当

期純損失が272,093千円増加しておりま

す。 

(3) デリバティブ     時価法 
(4) 固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

 法人税法の規定による定率法。ただし、

平成10年４月１日以後取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法。

なお、電気・電子部品生産設備の一部に

ついては当社所定の耐用年数（３年）に

よっております。 

また、平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。 
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  (追加情報) 

当社の機械及び装置の耐用年数について

は、当事業年度より、法人税法の改正を

契機に見直しを行い、過年度取得した資

産も含めて法人税法に規定する耐用年数

により減価償却費を計上しております。

ただし、当社所定の耐用年数によってい

る機械及び装置については除外しており

ます。 

この結果、従来の方法に比べて、売上総

損失が51,524千円増加し、営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失が51,596千

円増加しております。 

無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

 定額法 

自社利用のソフトウェアは社内における

利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

ゼロとして算定する方法によっておりま

す。 

  (会計方針の変更) 

当事業年度より、｢リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成５

年６月17日 最終改正 平成19年３月30日

企業会計基準第13号）及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成６年１月18日 最終改

正 平成19年３月30日 企業会計基準適用

指針第16号) を適用し、所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理に変更し、リース資産とし

て計上しております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、期首に前事業年度末

における未経過リース料残高又は未経過

リース料期末残高相当額（利息相当額含

む）を取得価額として取得したものとし

てリース資産を計上する方法によってお

ります。 

この結果、従来の方法によった場合に比

べて、リース資産が有形固定資産に

88,766千円、無形固定資産に6,734千

円、リース債務が流動負債に50,671千

円、固定負債に19,132千円計上されてお

ります。 

なお、当該会計基準適用による損益への

影響はありません｡ 
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(5) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 売上債権・貸付金等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備えるため、当事業

年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

役 員 賞 与 引 当 金 役員賞与の支給に備えるため、当事業年

度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。なお、当事業年度においては、

支給見込額がないため計上しておりませ

ん。 

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異は、10年によ

る均等額を費用処理しております。数理

計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌事業年度から

費用処理しております。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。 

事業構造改善引当金 事業構造改善に伴い発生する費用及び損

失の支出に備えるため、その支出見込額

を計上しております。 

(6) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。 

(7) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっており

ます。但し、ヘッジ有効性がない取引に

ついては評価差額を損益として処理して

おります。 

ヘ ッ ジ 方 針 デリバティブ取引に関する権限規定及び

取引限度額等を定めた内部規定に基づ

き、ヘッジ対象に係る金利変動リスクを

一定の範囲内でヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有

効性を評価しております。 

(8) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 
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3. 貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

有 形 固 定 資 産 854,810千円

投 資 有 価 証 券 133,866千円

保 険 積 立 金 36,422千円

合   計  1,025,098千円

上記に対応する債務  

１年内返済予定の長期借入金 189,500千円

長 期 借 入 金 666,500千円

合   計  856,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額  8,325,114千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

金 銭 債 権 の 金 額 210千円

金 銭 債 務 の 金 額 6,898千円

 

4. 損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

売 上 高 2,928千円

仕 入 高 554,832千円

(2) 減損損失 

当事業年度において以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。 
 
用   途 種   類 場   所 減損損失

事業資産(電気･電子部門) 建物、機械及び装置、土地等 深川工場 (北海道深川市) 688,602千円

遊 休 資 産 機械及び装置 門司工場 (福岡県北九州市) 2,819千円

遊 休 資 産 機械及び装置 寝屋川工場 (大阪府寝屋川市) 4,075千円

合   計 695,498千円
 
当社は、減損損失の算定に当たって、継続して収支を把握して

いる管理会計上の区分である事業部門をグルーピング単位とし

ており、遊休資産についてはそれぞれの物件ごとに１つの資産

グループとしております。 

営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなることが見込

まれる資産グループ、及び遊休資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

なお、回収可能価額は、正味売却可能価額により測定し、土地

は不動産鑑定士による鑑定評価額により評価し、その他の資産

は備忘価額により評価しております。 
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(3) 事業構造改善費用 

当社は収益構造の抜本的な改善を目的に、人員の適正化、北海

道深川工場の閉鎖及び門司工場、寝屋川工場への生産体制の集

約等の事業再編に着手しておりますが、その実施に係る費用及

び損失を事業構造改善費用として特別損失に計上しております。 

主な内容は下記のとおりであります。 
 

主 な 内 容 金   額 

設備の移動・設置、たな卸資産の移動費用等 314,222千円

希望退職者に係る特別退職一時金等 202,860千円

残 存 設 備 の 処 理 に 係 る 費 用 等 140,246千円

そ の 他 136,814千円

合   計 794,144千円
 
上記の費用のうち、事業構造改善引当金繰入額は373,350千円

であります。 

 

5. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 

発行済株式 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

 株 株 株 株

普 通 株 式 23,380,012 － － 23,380,012

 

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

自己株式 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

 株 株 株 株

普 通 株 式 88,643 13,588 － 102,231

 
(注) 増加は単元未満株式の買取によるものであります。 

 

(3) 配当に関する事項 

配当金支払額 
 

決   議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日  効力発生日

 千円 円

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 93,165 4.00
平成20年
３月31日

平成20年
６月30日

 
 

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日

が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 
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6. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流動資産の部 

繰延税金資産（流動) 

た な 卸 資 産 評 価 損 203,197千円

賞 与 引 当 金 25,099千円

そ の 他 66,613千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 294,911千円

評 価 性 引 当 額 △294,911千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 ―千円

② 固定資産の部 

繰延税金資産（固定) 

税 務 上 の 欠 損 金 326,513千円

事 業 構 造 改 善 費 用 311,978千円

減 損 損 失 282,650千円

退 職 給 付 引 当 金 102,198千円

減 価 償 却 費 85,126千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 45,963千円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 42,944千円

貸 倒 引 当 金 36,406千円

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 26,739千円

そ の 他 28,855千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 1,289,378千円

評 価 性 引 当 額 △1,289,378千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 ―千円

繰延税金負債（固定) 

その他有価証券評価差額金 26,434千円

そ の 他 11,745千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 38,179千円

繰延税金負債（固定）の純額 38,179千円

 

7. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額  120円28銭

(2) １株当たり当期純損失  134円40銭

 

8. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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役 員 （平成21年３月31日現在）

   

代表取締役社長 中 村  裕

代表取締役専務 田 中 一 光

常 務 取 締 役 三喜田   浩

取 締 役 鈴 木 一 誠

取 締 役 大 野  滋

取 締 役 秋 吉 直 義

取 締 役 小 野 晃 久

取 締 役 法 福 英 志

取 締 役 北 村 正 志

常 勤 監 査 役 入 江  齊

監 査 役 高 畑 二 郎

監 査 役 飯 島 宗 文
 

会社の概況 （平成21年３月31日現在）

   
設 立 昭和25年２月３日 

資 本 金 2,531,828,642円 

事 業 所  

本 社 大阪市中央区高麗橋四丁目１番１号 

興銀ビル 

〒541-0043 TEL 06-6202-3376 

東 京 支 店 東京都港区西新橋三丁目２番１号 

共同ビル 

〒105-0003 TEL 03-5401-6211 

門 司 工 場 北九州市門司区小森江二丁目１番23号 

〒800-0007 TEL 093-381-0368 

寝屋川工場 大阪府寝屋川市池田西町26番５号 

〒572-0036 TEL 072-827-0601 

深 川 工 場 北海道深川市音江町字広里105番地 

〒074-1271 TEL 0164-25-1561 
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株 主 メ モ
  

事 業 年 度 毎年４月１日から翌３月31日まで 

基 準 日 定時株主総会   ３月31日 

剰余金の配当 期末３月31日 

株 主 名 簿 管 理 人

特別口座 口座管理機関

 
三菱UFJ信託銀行株式会社 

同 連 絡 先 〒530-0004 

大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

大阪証券代行部 

TEL 0120-094-777（通話料無料） 

 

【お知らせ】 

 (1) 株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他

各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設され

ている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっ

ております。口座を開設されている証券会社等にお問

合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）で

はお取り扱いできませんのでご注意ください。 

 (2) 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつき

ましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となってお

りますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信

託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行

全国本支店にてお取次ぎいたします。 
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